
計画の位置づけ

「 ワーク・ ライフ・ バランス」とは、

働く 人の「 仕事」と 家庭・ 育児・ 介護や趣味・

学習などの「 仕事以外の生活」との調和が図られ、

その両者が充実している状態を指す用語であり 、

2019年４ 月から順次施行されている

働き方改革関連法の趣旨を踏まえつつ、

協議会を構成する労働団体、経済団体、

行政、有識者等が一体となって

ワーク・ ライフ・ バランスの実現を

目指す行動計画とする。

2021年度から

2025年度までの

5年間

計画期間

誰もが、その能力を

最大限に発揮でき、育児・ 介護・ 病気等の

治療など様々な状況や「 新しい生活様式」に

応じて、多様で柔軟な働き方を選択しながら

安心して働き続けられる環境が整備され、

仕事のやりがいと生活の充実の好循環が

図られることにより 、活力のある、

幸せを実感できる持続可能な

社会を目指す。

目指すべき 姿

あいち ワーク・ ラ イ フ・ バラ ン ス 推進協議会

あいち
ワーク・ ライフ・ バランス

行動計画

あいち
ワーク・ ライフ・ バランス

行動計画

多様で 柔軟な 働き 方による やり がいと 幸せを 実感できる 持続可能な 社会の実現

2021-2025

概 要 版

「 あいちワーク・ ライフ・ バランス推進協議会」構成メ ンバー （ 行動計画策定時）

○　 職場環境の整備促進と 社会全体の気運醸成

○　 職場環境の整備に向けては、個々の企業等の労使による自主的な取組を基本とし な

　 がら 、傘下の労働組合や企業等をサポート

○　 社会全体の気運の醸成に向け、構成メ ンバーが同じ 目標を共有し 、企業・ 県民への理解

　 促進のため、それぞれの役割を果たすとともに、企業が具体的な取組に一歩を踏み出せる

　 よう 、相互に連携・ 協働し た支援を 推進し 、本県の労働者のワーク・ ライフ・ バランスを

　 前進。とり わけ中小企業に対して積極的な働きかけ

○　 ワーク・ ライフ・ バランスを実現し 、持続可能な社会づく り に向けて労働団体、経済団体、

　 行政等が一体となって取り 組む３ つの行動を掲げ、これらの方向性に基づく 取組を推進

協議会が果た す べき 役割

（ 事務局）
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育児・ 介護・ 病気等の治療をし ながら

安心して働き続けられる職場環境をつく ります2
行 動

○女性の就業率は35～39歳の69 .1％が最も 低く 、最も 低い年齢が5年

　 前の30～34歳から移行している（ 2017）

○第1子出産を機に離職する女性の割合は全国で46.9％（ 2015）

○男性の育児休業取得率は全国平均を下回る5.0％（ 2019)

○ひとり 親世帯は、県内4.5万世帯（ 2015）

○介護・ 看護を理由に離職し た就業者は全国で約10万人（ 2017）

○介護問題を 抱える従業員を 把握している企業割合は全国平均を 下

　 回る58 .9％（ 2017）

○育児・ 介護を同時に担う ダブルケアを行う 者は全国で約25万人( 2012)

○病気を抱える労働者の92.5％が就労継続を希望( 2013)

○がん罹患者のう ち、働く 世代である20～64歳は26.6％（ 2016）

○不妊治療と 仕事の両立ができずに離職し た就業者は16％（ 2018)

【 現状と 課題】

＜職場の理解促進＞

 ・育児・ 介護・ 病気等の治療と の両立支援の取組好事例の収集・ 提供、

　男性の育児参画の促進

 ・「 マタハラ」、「 パタハラ」の防止に向けた関連法の周知啓発

＜両立支援のための環境整備＞

 ・ 育児・ 介護休業法や次世代育成支援対策推進法の周知啓発

 ・ 労働者や企業への両立支援のための給付金等の周知啓発

 ・「 愛知県ファミ リ ー・ フレンド リ ー企業」等の普及拡大

 ・ 病気の治療や不妊治療と 仕事の両立に関する好事例の周知

 ・ 事業所内保育施設に係る公的支援の周知啓発による設置促進

＜離職防止に向けた多様で柔軟な働き方の周知啓発等＞

 ・ 短時間勤務やテレワークなど多様で柔軟な働き方の周知啓発

 ・ メンタ ー制度導入やロールモデル紹介の取組促進

 ・ ダブルケアによる離職防止に向けた企業への周知啓発等

【 具体的な取組（ 主なも の）】

○「 愛知県ファミ リ ー・ フレンド リ ー企業」新規登録数： 130社/年度

○介護問題を抱える従業員の有無の実態把握をしている企業割合： 61％

【 協議会や企業等の取組の進捗管理指標】

○男性の育児休業取得率： 8.5％

○女性の就業率（ 35～39歳）： 72％

【 到達目標】

誰もが安心して働き続けら れる両立支援の充実や
職場環境づく り

ワーク・ ライフ・ バランスの

実現に向かう 気運を盛り 上げます3
行 動

○夫婦共働き世帯の割合は、50 .9％（ 2017）であるが、夫の家事関連に

　 費やす1日当たり の時間（ 共働き世帯： 34分、専業主婦世帯： 55分）は

　 全国の夫（ 共働き世帯： 46分、専業主婦世帯： 50分）より 共働き世帯で

　 短い（ 2016）

○全国よりも強い男女の固定的な性別役割分担意識（ 2019）

○「 仕事」と「 生活」への関わり 方で希望と 現実に隔たり がある

　（「 仕事」と「 生活」をともに優先したい人58.0％、優先している人27.9％）

　（ 2019）

【 現状と 課題】

＜社会全体の理解の促進＞

 ・ 地域全体の気運醸成を図る｢推進運動｣の展開と 企業の取組促進

 ・「 あいちイクメ ン・ イク ボス応援会議」の開催や「 あいちイクメ ン・ イク

　ボス応援サイト 」による情報発信、企業の好事例の情報収集・ 提供

 ・ 県内市町村と の連絡会議の開催や各市町村におけるアクショ ンプラン

　 策定等の提案

 ・県民のワーク・ ライフ・ バランスに対する認識を 深めるためのタ ウン

　ミ ーティ ングの開催

＜企業の先進的な取組を評価・ 顕彰・ 周知＞

 ・「 愛知県ファミ リ ー・ フレンド リ ー企業」や「 あいち女性輝きカンパニー」

　 等の中から先進的な取組を進める企業の表彰

 ・ 次世代育成支援対策推進法に基づく 認定制度（ く るみん、プラチナく る

　みん）の認定取得に向けた企業への働きかけと 認定企業の取組周知

【 具体的な取組（ 主なも の）】

○「 あいちワーク・ ライフ・ バランス推進運動」の賛同事業所数：

　 延べ45,000事業所/年度

○「 推進運動」への賛同で「 働きやすい職場環境づく り に結びついた」と

　 回答し た企業割合： 50％

○「 く るみん」認定企業数： 10社増加/年度

○「 プラチナく るみん」認定企業数： 2社増加/年度

○「 愛知県ファミ リ ー・ フレンド リ ー企業」表彰企業数： ７ 社程度/年度

○「 あいち女性輝きカンパニー」認証企業数： 800社 ＊2020年度時点

　  　次期あいち男女共同参画プラン（ 仮称）にて設定（ 2021年3月策定予定）

【 協議会や企業等の取組の進捗管理指標】

○「 仕事」と「 生活」をともに優先している人の割合： 30％

【 到達目標】

ワーク･ライフ ･バランスの実現には
県民の理解促進と 社会全体での取組が必要

３ つの行動、 具体的な 取組、 数値目標
　 ○３ つの行動を 掲げ、こ れら の方向性に基づく 取組を 推進

　 ○計画最終年度の数値目標については、３ つの行動ごと に「 協議会や企業等の取組の進捗管理指標」と「 到達目標」を 設定（ 景気動向や進捗状況等を 踏まえ、適宜見直し ）

一人ひとり の働き方を見直し ます1
行 動

○一般労働者の年間総実労働時間は全国より 長く 1,996時間

　 特に所定外労働時間は228時間と 全国を大きく 上回る（ 2019）

○年次有給休暇の取得日数は全国をやや上回る9.6日（ 2019）

○短納期受注は全国の6割の中小企業で発生（ 2018）

○被雇用者の平均睡眠時間は全国より 短く 7時間18分（ 2017）

○働き方改革関連法の施行（ 2019）

○脳・ 心臓疾患に係る労災支給決定件数は20件、精神障害に係る労災

　 支給決定件数は21 件（ 2019）

○20～50歳代の自殺の原因・ 動機として「 勤務問題（ 仕事疲れ・ 職場の

　 人間関係等）」が上位（ 2018）

○「 新し い生活様式」に対応し たテレワークの導入・ 定着

【 現状と 課題】

＜経営者や管理職、労働者の意識改革＞

 ・「 働き方改革」等に関する企業の取組好事例の情報収集・ 提供

 ・ 企業内イクボス普及拡大

＜長時間労働の是正、年次有給休暇の取得促進＞

 ・「 推進運動」による定時退社や総労働時間縮減の取組の呼びかけ

 ・ ｢仕事休もっ化計画」「 し わ寄せ防止キャンペーン月間」の周知啓発

 ・ 働き方改革関連法の周知や助言

＜多様で柔軟な働き方が選択できる環境整備＞

 ・ テレワークや短時間勤務制度、フレッ クスタイム制度の普及啓発

 ・ テレワーク導入に向けた相談体制整備

＜メンタルヘルス対策など健康を重視する経営の促進＞

 ・ スト レスチェッ ク制度の啓発

 ・「 推進運動」によるメ ンタルヘルス対策に向けた取組の呼びかけ

 ・ 過労死等の防止に向けた啓発

 ・ 勤務間インタ ーバル制度の周知啓発

【 具体的な取組（ 主なも の）】

○労働時間の短縮に向けた取組を実施している企業の割合： 69％

○年次有給休暇取得日数： 10日/年

○メ ンタルヘルス対策実施事業所割合： 63％

○「 愛知県健康経営推進企業」登録企業数： 70社増加/年度

○中小企業のテレワーク導入率： 30％

【 協議会や企業等の取組の進捗管理指標】

○一般労働者の年間総実労働時間数（ 所定外労働時間数）：

　 1,950時間（ 200時間）/年

【 到達目標】

長時間労働を前提とし た働き方の見直し が必要

や す
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